
平成 17年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 16年 11月 17日

上場会社名    名鉄運輸株式会社 上場取引所 名

コード番号      9077 本社所在都道府県 愛知県

  (URL  http://www.meitetsuunyu.co.jp)

代 表 者   役職名   取締役社長 氏名　林　　 利幸

問合せ先責任者 　役職名　 常務取締役 氏名　黒崎　晴光 TEL (052) 935 - 5721

決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 17日 中間配当制度の有無　　無
中間配当支払開始日　　平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 (金額は百万円未満切捨）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 34,149 △ 2.3 △ 441 - △ 492 -
15年 9月中間期 34,957 △ 3.1 105 22.7 38 -
16年 3月期 70,498 711 693

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 △ 436 - △ 17.89
15年 9月中間期 △ 66 - △ 2.71
16年 3月期 297 12.20
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期    24,379,825 株   15年 9月中間期    24,387,156 株   16年 3月期    24,385,519 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）16年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当   -  円     銭

16年 9月中間期 － －    特別配当   -　円     銭

15年 9月中間期 － －
16年 3月期 － 3.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 50,890 8,421 16.5 345.47
15年 9月中間期 51,352 8,357 16.3 342.69
16年 3月期 51,905 9,045 17.4 371.00
(注)①期末発行済株式数　16年 9月中間期     　24,377,052 株　15年 9月中間期     　24,387,056 株　16年 3月期     　24,382,274 株

 　 ②期末自己株式数　　16年 9月中間期           25,939 株　15年 9月中間期           15,935 株　16年 3月期           20,717 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16 年  4月  1日  ～  平成 17 年  3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 70,300 200 △70 未定 未定
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            △2 円  87 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって予想

　 値と異なる場合があります。
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中　間　財　務　諸　表

中 間 貸 借 対 照 表
（単位千円）

期　　別
科　　目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
％ ％ ％

1,093,196 696,724 994,513 

2,677,966 2,551,499 2,587,546 

8,689,715 8,449,410 9,274,187 

108,919 92,352 99,449 

1,104,125 1,278,353 1,119,114 

△ 64,713 △ 57,055 △ 59,826 

13,609,209 26.5 13,011,284 25.6 14,014,983 27.0

10,365,372 9,914,142 10,125,117 

1,804,403 2,072,803 1,904,500 

16,678,599 16,703,973 16,678,599 

1,909,252 1,785,866 1,837,589 

30,757,628 59.9 30,476,786 59.9 30,545,808 58.9

327,399 0.6 319,722 0.6 320,644 0.6

4,503,788 4,814,581 5,032,263 

2,485,946 2,412,907 2,144,632 

△ 331,713 △ 145,185 △ 153,212 

6,658,022 13.0 7,082,304 13.9 7,023,683 13.5

37,743,050 73.5 37,878,812 74.4 37,890,136 73.0

51,352,259 100.0 50,890,097 100.0 51,905,120 100.0

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成15年 9月30日現在)

前中間会計期間末

(平成16年 9月30日現在) (平成16年 3月31日現在)

貸 倒 引 当 金

当中間会計期間末

そ の 他

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

土 地

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資    産    合    計

受 取 手 形

営 業 未 収 金

た な 卸 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券
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（単位千円）

期　　別
科　　目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
％ ％ ％

2,365,333 2,294,989 2,290,736 

4,000,239 3,864,367 4,301,624 

8,300,000 8,484,090 7,950,000 

2,148,500 5,839,250 2,398,000 

210,064 77,687 534,585 

2,632,527 2,301,201 2,436,243 

19,656,665 38.3 22,861,585 44.9 19,911,189 38.4

5,500,000 5,500,000 5,500,000 

11,561,250 7,622,000 11,065,250 

4,500,347 4,711,956 4,624,440 

1,389,846 1,396,726 1,396,726 

387,063 376,384 361,671 

23,338,508 45.4 19,607,067 38.6 22,948,088 44.2

42,995,173 83.7 42,468,653 83.5 42,859,278 82.6

2,065,994 4.0 2,065,994 4.0 2,065,994 4.0

1,534,973 3.0 1,534,973 3.0 1,534,973 3.0

1,534,973 1,534,973 1,534,973

2,078,442 4.1 1,932,629 3.8 2,442,032 4.7

289,100 289,100 289,100

1,944,679 1,898,109 1,944,679

△ 155,336 △ 254,579 208,253

土地再評価差額金 2,050,367 4.0 2,043,486 4.0 2,043,486 3.9

その他有価証券評価差額金 629,964 1.2 849,396 1.7 962,913 1.8

自己株式 △ 2,657 △ 0.0 △ 5,036 △ 0.0 △ 3,560 △ 0.0

8,357,086 16.3 8,421,444 16.5 9,045,841 17.4

51,352,259 100.0 50,890,097 100.0 51,905,120 100.0

資 本 準 備 金

（負 債 の 部）

支 払 手 形

営 業 未 払 金

短 期 借 入 金

流 動 負 債

１年内返済予定長期借入金

未 払 法 人 税 等

そ の 他

社 債

長 期 借 入 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

利 益 準 備 金

そ の 他

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

利 益 剰 余 金

再評価に係る繰延税金負債

負    債    合    計

資 本 金

資 本 剰 余 金

（資 本 の 部）

資    本    合    計

負 債 ・ 資 本 合 計

中 間 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金

当中間会計期間末前中間会計期間末
前事業年度の
要約貸借対照表

(平成16年 9月30日現在)(平成15年 9月30日現在) (平成16年 3月31日現在)
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中 間 損 益 計 算 書 （単位千円）

期　　別

科　　目

％ ％ ％

34,957,472 100.0 34,149,345 100.0 70,498,309 100.0

33,800,673 96.7 33,553,085 98.3 67,739,083 96.1

営 業 総 利 益 1,156,799 3.3 596,259 1.7 2,759,226 3.9

1,051,366 3.0 1,037,630 3.0 2,047,994 2.9

営 業 利 益 105,432 0.3 △ 441,371 △ 1.3 711,231 1.0

118,973 0.3 133,879 0.4 350,318 0.5

185,514 0.5 185,143 0.5 367,557 0.5

経 常 利 益 38,892 0.1 △ 492,635 △ 1.4 693,991 1.0

640 0.0 6,274 0.0 97,213 0.1

63,910 0.2 185,826 0.6 163,394 0.2

税引前中間(当期)純利益 △ 24,378 △ 0.1 △ 672,187 △ 2.0 627,810 0.9

法人税、住民税及び事業税 205,750 0.6 35,272 0.1 657,744 0.9

法 人 税 等 調 整 額 △ 164,116 △ 0.5 △ 271,203 △ 0.8 △ 327,510 △ 0.4

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 △ 66,012 △ 0.2 △ 436,256 △ 1.3 297,577 0.4

前 期 繰 越 利 益 △ 89,323 181,676 △ 89,323

中間 (当期)未処分利益 △ 155,336 △ 254,579 208,253

特 別 利 益

特 別 損 失

金 額

営 業 収 益

営 業 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

金 額

営 業 外 費 用

 至平成16年 9月30日  至平成16年 3月31日

百分比百分比

 至平成15年 9月30日

金 額 百分比

前事業年度の要約損益計算書

 自平成15年 4月 1日 自平成16年 4月 1日 自平成15年 4月 1日

前中間会計期間 当中間会計期間
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
　１．資産の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券                

（ａ）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

（ｂ）その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

(ロ) たな卸資産（貯蔵品）           移動平均法に基づく原価法

　２．固定資産の減価償却の方法
(イ) 有形固定資産　　　    定額法を採用しております。

                            　

しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 7～50年

車両運搬具 2～6年

(ロ) 無形固定資産     　   定額法を採用しております。

　

法を採用しております。

　３．引当金の計上基準
(イ) 貸倒引当金 　　    　 

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ) 退職給付引当金　　  　

時差異（8,179,486千円）については15年による按分額を費用に計上しております。

による定額法により按分した額をそれぞれ発生した翌期から費用処理しております。

　４．リース取引の処理方法 　

借取引に係る方法に準じた会計処理方法によっております。

　５．ヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジによっております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

  

（ハ）ヘッジ方針

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを回避するのが目的であります。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

変動の累計との比較によっております。

また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている場合は有効性の判定を省略しております。

　６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

会計処理の変更
固定資産の減損に係る会計基準

金利スワップ 借入金利息

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの相場変動またはキャッシュ・フロー

また数理計算上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用しております。

ヘッジ手段 ヘッジ対象

　税抜方式を採用しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更

なお、取得価額10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却をする方法を採用

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

す。) 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号　平成15年10月31日）が平成16年3月

31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによる影響はありません。
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【注記事項】
（中間貸借対照表関係）

千円 千円 千円

　１．有形固定資産の減価償却累計額

　２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額（簿価）

有形固定資産

） ） ）

上記に対する債務

長期借入金 （1年内返済予定長期借入金を含む）

（　）はうち道路交通事業財団抵当分 ） ） ）

　３．保証債務

（　）はうち保証予約 ） ）

　４．消費税及び地方消費税の表示

（中間損益計算書関係）

千円 千円 千円

　１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息

受取配当金

　２．営業外費用のうち主要なもの
支払利息

　３．特別損失のうち主要なもの

固定資産処分損

役員退職慰労金

　４．減価償却実施額
有形固定資産
無形固定資産

（リース取引関係）
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）

ません。

－

－ 22,000

（当中間会計期間末）

(  14,770,947

(   7,473,750

( 14,693,988

(  8,065,750

（前事業年度末）

7,473,750

22,144,561

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

629,952
15,142

6,838

26,108

18,712

125,389

( 14,849,311

仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

1,537,516

(      6,500(     32,700

7,756,250

(  7,756,250

2,125,544 1,072,532

(         －  )

8,065,750

（前事業年度）（当中間会計期間）（前中間会計期間）

10,276

16,894

144,811 136,861

38,999

285,781

60,626

12,318
705,359 1,294,454

29,243

21,851,891

14,693,988 14,770,947

（前中間会計期間末）

21,659,241

14,849,311

22,000
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